


































































































































































































































































































































2000 2005 2010 2000→2010の変化
総合 4 4 5 ＋1
重電 29 25 23 －6
家電 22 18 10 －12
音響 14 16 14 0
通信 62 55 38 －24
情報 17 16 17 0
部品 76 76 52 －24
































































































































































































































































































営業譲渡 ○ ○ ○
合併 ○
資本受け容れ・子会社化 ○
組織再編成功・企業存続 ○ ○ ○


















































































































































ILO（2001）"The employment inpact of marge and acquisitions in the banking and finan-
cial services sector"


















Teamster Working Group On Financial Markets（2007）"Privet Inequity: A Case Study of


























































































































































































































































































































































組合名 取組みがあった年 企業の規模・業種 再建当時の企業の状況と再建計画の概要（ポイントのみ） 現状（企業）
現状
（組合）
M&A
の有無
29
K鉄工
（１）
2001年～？ 500人，橋梁製造 01年12月，会社より「合理化」案（大阪工場閉鎖，千葉工場への集約，労働条件引き下げ，希望退職）提案。02年1月，組合は
「K鉄工の現状改革と進むべき道」の「第一次案」及び「第二次案」提起，二工場体制の維持が可能なことを経営分析で明らか
にし，賃金カット等の労働条件引き下げを提案。スト権を背景に交渉。3月事前協議同意約款を締結，会社「合理化」案を撤回
し，当面二工場体制の維持を労使合意。組合は「第三次案」を策定，誤作対策を中心とする生産性向上策と賃金カット等の労
働条件引き下げ案提起。しかし再建の交渉過程で売上高が急減，二工場体制は不可能と判断。「第三次案」の実行，企業存続に
ついて交渉，9月，大阪工場閉鎖と千葉工場への生産拠点の集約，希望退職，賃金カットの案で労使合意。その後黒字化。
存続 存続
30
Tマシナリ
ー
（１）
1999年～ 03年 145人，鋳造機械，
環境機器製造・販売
99年会社より「合理化」提案。00年3月，企業再建案（経営計画の明確化，生産管理体制の確立，賃金カット等）合意。その後
も売上高は減少。02年8月，会社は再度希望退職を中心とする「合理化」案，さらに03年5月に希望退職，工場移転を提起。組
合は移転を認める一方，会社機構再編，製品構成再構築，クレーム対策確立等の「企業再建に向けた労働組合からの提案2003」
を提案。労使合意。移転と労使による再建努力により業績は改善。
存続 存続
31
Oテック
（１）
2000年～ 03年 80人，クーラント，
プレス機械製造・販
売
99年以降大幅赤字。00年に希望退職等の「合理化提案」を会社が提案。組合は00年5月，「会社再建案」（①会社機構刷新，②生
産体制集中化で生産性向上，③配送システム整備で納期管理等，工程管理体制強化，④賃金カット等の緊急避難策）提起，会
社の合理化提案を撤回させ労使合意。02年9月，売上高低迷で親会社S重機が「合理化案」（関連会社と経営統合，希望退職，
従業員全員の配転等）を提案。組合は現有人員で工場存続を追及，「この地での存続と繁栄のための会社再建案－労働組合から
の提言・その1」「同・その2」（5月「再建案」の完全履行，賃金カット等）を提起，交渉。最終的にS重機との交渉に。この時
点で組合は方針転換，全従業員の雇用確保と移動条件整備，JAMしての労組の組織存続を条件に経営統合と大阪工場閉鎖を認
める。S重機と会社は組合の「条件」を認め，経営統合。O機器事業部に全員の雇用は引継がれ，組合はJAM傘下で存続。
営業譲渡し
存続　
存続
　○
32
Ｓ製作所
(1)
2004年～ 2007
年
300人，アルミダイ
キャスト製造
2006年まで３期連続赤字。組合と会社が再建策協議中の06年１月。会社はＴファンドと業務提携し，経営コンサルタントの派
遣を受けると通告。直後組合は会社と「会社再建に関する協定書」を締結。2月コンサルタントが再建策を提示，管理職全員に
辞表提出を求めた。組合三役がコンサルタント面談，団交し指示を撤回させる。以降業務提携は実質的に無効に。３月組合「緊
急避難策」決定。4月「雇用と生活を守る会社再建策」決定。Ｄアルミ工業の子会社化を提案。同案で労使合意。8月Ｄアルミ
工業が第三者割当増資を引き受け子会社化，現在に至る。
小会社化
存続
存続
○
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